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平成１８年度 決算報告書

公立大学法人 九州歯科大学

１ 収支計画予算 （単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備考

費用の部 3,267 3,323 56

経常費用 3,267 3,198 △ 69

業務費 3,009 2,977 △ 32

教育研究経費 360 473 113 （注１）

診療経費 510 545 35 （注２）

人件費 2,139 1,958 △ 181 （注３）

一般管理費 258 217 △ 41 （注４）

（減価償却費 再掲） (3) (2) (△ 1)

財務費用 － 3 3

臨時損失 － 125 125

収益の部 3,267 3,389 122

経常収益 3,267 3,263 △ 4

運営費交付金収益 1,537 1,529 △ 8 （注５）

授業料収益 365 330 △ 35 （注６）

入学金収益 47 58 11 （注７）

検定料収益 17 12 △ 5 （注８）

附属病院収益 1,029 980 △ 49 （注９）

補助金収益 190 252 62 （注10）

受託研究等収益 6 4 △ 2

受託事業収益 － 1 1

寄附金収益 － 16 16 （注11）

資産見返戻入 65 64 △ 1

資産見返物品受贈額戻入 57 49 △ 8

資産見返運営費交付金等戻入 1 1 0

資産見返補助金戻入 7 13 6

資産見返寄附金戻入 － 1 1

雑益 11 18 7 （注12）

臨時利益 － 126 126

純利益 － 66 66

（注記）記載金額は百万円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しています。

区 分
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○予算と決算の差異について

（注１） 教育研究費については、予算段階では施設整備費補助金で固定資産の取得を予定

していた額の一部を固定資産計上外の備品に変更したことにより備品購入費が５２百

万円増加したこと、また予算段階では未定であった使途特定寄附金による研究経費

が１０百万円増加したことを主な要因として、予算金額に比して決算金額が１１３百万

円多額となっています。

（注２） 診療経費については、主として診療材料費が当初見込みよりも１７百万円増加したこ

とにより、予算金額に比して決算金額が３５百万円多額となっています。

（注３） 人件費については、法人から設立団体の負担となった共済負担金６３百万円、教員

数の変動による自然減２６百万円、附属病院職員の一部を嘱託職員に移行したこと

による節減額１６百万円を主な要因として、予算金額に比して決算金額が１８１百万円

少額となっています。

（注４） 一般管理費については、主として研究施設運営経費を研究経費に予算計上変更した

ことにより、予算金額に比して決算金額が４１百万円少額となっています。

（注５） 運営費交付金収益については、注３を補正するための交付減額１４０百万円、注９前

段を補正するための交付増額８０百万円、本館移転に伴う交付増額１５百万円を主な

要因として、予算金額に比して決算金額が８百万円少額となっています。

（注６） 授業料収益については、主として固定資産の取得に伴う資産見返負債を計上したに

より、予算金額に比して決算金額が３５百万円少額となっています。

（注７） 入学金収益については、主として大学院入学者が当初見込みを上回ったことにより、

予算金額に比して決算金額が１１百万円多額となっています。

（注８） 検定料収益については、学部入学志願者が当初見込みを下回ったことにより、予算

金額に比して決算金額が５百万円少額となっています。

（注９） 附属病院０収益については、診療報酬単価改定等に伴う入院収入減額４０百万円及

び外来収入減額９百万円により、予算金額に比して決算金額が４９百万円少額となっ

ています。

（注 10）補助金収益については、予算段階では固定資産の取得を予定していた額の一部を固

定資産計上外の備品に変更し、当該経費を収益化したことにより、予算金額に比して

決算金額が６２百万円多額となっています。

（注 11）寄附金収益については、予算段階では未定であった使途特定寄附金等の受入により、

予算金額に比して決算金額が１６百万円多額となっています。

（注 12）雑益については、主として科学研究費補助金間接経費収入の増加により、予算金額

に比して決算金額が７百万円多額となっています。



２ 資金計画予算 （単位：百万円）

予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備考

資金支出 3,899 3,777 △ 122

業務活動による支出 3,203 3,105 △ 98 （注１）［注１］

投資活動による支出 696 631 △ 65 （注２）［注２］

財務活動による支出 － 39 39 （注３）［注３］

資金収入 3,899 3,853 △ 46

業務活動による収入 3,232 3,248 16

運営費交付金による収入 1,566 1,540 △ 26 （注４）

授業料等による収入 428 419 △ 9 （注５）

附属病院収入 1,029 980 △ 49 （注６）［注４］

受託研究等による収入 6 37 31 （注７）

補助金による収入 190 252 62 （注８）［注５］

その他収入 11 18 7 （注９）

投資活動による収入 667 605 △ 62 （注10）［注６］

財務活動による収入 － 0 0

（注記） 記載金額は百万円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しています。

区 分
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○予算と決算の差異について

（注１） 業務活動による支出については、予算段階では投資活動による支出に計上していた

固定資産購入費のうち６５百万円を業務活動による支出である固定資産計上外の備

品購入費に変更したこと、人件費が１７１百万円減額となったことを主な要因として、

予算金額に比して決算金額が９８百万円少額となっています。

（注２） 投資活動による支出については、注１前段に示した理由により、予算金額に比して決

算金額が６５百万円少額となっています。

（注３） 財務活動による支出については、予算段階では未定であったリース資産に係る経費

を執行したことにより、予算金額に比して決算金額が３９百万円多額となっています。

（注４） 運営費交付金による収入については、教職員人件費の補正減額１４０百万円、診療

報酬単価改定に伴う附属病院収入の交付金算定額の見直しに係る補正増額８０百

万円を主な要因として、予算金額に比して決算金額が２６百万円少額となっていま

す。

（注５） 授業料等による収入ついては、学部入学志願者が当初見込みを下回ったことによる

検定料収入の減額５百万円、休学者への休学期間に係る授業料の還付に伴う授業

料収入の減額４百万円を主な要因として、予算金額に比して決算金額が９百万円少

額となっています。

（注６） 附属病院収入については、診療報酬単価改定等に伴う入院収入減額４０百万円及び

外来収入減額９百万円を主な要因として、予算金額に比して決算金額が４９百万円少

額となっています。

（注７） 受託研究等による収入については、予算段階では未定であった使途特定寄附金を２

９百万円受入れたことを主な要因として、予算金額に比して決算金額が３１百万円多

額となっています。

（注８） 補助金による収入については、予算段階では投資活動による収入に計上していた施

設整備費補助金のうちの固定資産購入相当額の一部を固定資産計上外の備品に変

更したことにより、予算金額に比して決算金額が６２百万円多額となっています。

（注９） その他収入については、主として科学研究費補助金間接経費収入の増加により、予

算金額に比して決算金額が７百万円多額となっています。

（注 10）注７に示したに示した理由により、予算金額に比して決算金額が６２百万円少額とな

っています。

○キャッシュフロー計算書との差異について

［注１］ 業務活動による支出については、人件費及び固定資産を除く物件費の未払金が含ま

れているため、キャッシュフロー計算書に比して決算金額が３７８百万円多額となって

います。

［注２］ 投資活動による支出については、施設整備費補助金で購入した固定資産の未払金

が含まれているため、キャッシュフロー計算書に比して決算金額が２７０百万円多額と

なっています。

［注３］ 財務活動による支出については、リース資産の係る未払金が含まれているため、キャ
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ッシュフロー計算書に比して決算金額が３百万円多額となっています。

［注４］ 附属病院収入については、主として平成１９年２月分及び３月分の診療報酬請求に係

る未収金が含まれているため、キャッシュフロー計算書に比して決算金額が５４百万

円多額となっています。

［注５］ 補助金による収入については、臨床研修費等補助金の未収金が含まれているため、

キャッシュフロー計算書に比して決算金額が７３百万円多額となっています。

［注６］ 投資活動による収入については、施設整備費補助金の未収金が含まれているため、

キャッシュフロー計算書に比して決算金額が８百万円多額となっています。


